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 現行の盛土締固め管理はRIや平板載荷試験等によることが一般的であるが，これらは離散的な測定であ
るため，施工面全体の品質を精度良く評価することが困難である．これに対し，転圧面の品質を面的かつ

リアルタイムに評価できる手法として，筆者らは振動ローラの加速度応答を利用した締固め管理手法（ロ

ーラ加速度法）に着目し，実用化に向けた一連の研究を進めてきた．本報告では，振動ローラ機械条件や

土質条件の影響など，実用化に向けて明確にすべきローラ加速度法の適用課題に関するこれまでの知見に

ついて集約した後，筆者らの提案する地盤剛性評価手法を用いた実機搭載用の地盤剛性評価装置「αシス

テム」の概要と現場検証試験結果について述べている． 
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１．はじめに 
 
 現行の盛土の現場締固め管理は，RIや砂置換によ

る密度計測，あるいは平板載荷試験等による地盤剛

性計測が一般的であるが，これらは離散的な測定で

あるため，施工面全体の品質を精度良く評価するこ

とが困難である．これを解決する方法の一つとして，

振動ローラの加速度応答が地盤の締固めに応じて変

化してくる現象を利用し，転圧中のローラ加速度計

測から地盤の締固め程度を判定する手法（以下，ロ

ーラ加速度法という）が挙げられる．本手法を用い

れば，転圧中にリアルタイムかつ面的に，信頼性設

計に用い得る十分なデータを取得することができる

ため，現行の締固め管理を大きく合理化することが

可能となる． 

ローラ加速度法の研究の始まりは比較的古く，

1980年頃から北欧で先行し1)2)，ドイツなどでは既に

仕様書3)に取り入られている．我が国でもほぼ同時

期から研究4)5)が始められ，その後多くの機関で「締

固め管理手法として適用可能性あり」と報告されて

いるが，これまで本格的な実用化には至ってこなか

った．この理由としては幾つか考えられるが，土質

条件に関する適用範囲や，管理手法としての精度な

ど実務上明確にしておくべき課題が未解決であった

ことなどが挙げられよう． 

筆者らはこれまで，本手法の実用化を目的に，ロ

ーラ加速度に与える土質条件や振動ローラ機械条件

の影響などを明らかにするための一連の研究6)～8)を

進めてきた．その結果，①従来締固め管理指標とし

て一般的な密度とローラ加速度応答の関係は材料に

よって異なるが，地盤剛性は加速度応答と材料によ

らず一意的な関係にあること，②数値計算をもとに

した検討から，振動ローラの機械諸元と加速度応答

値から地盤剛性を定量的に算出できること，などを

明らかにした．今回，これらの成果を踏まえて実機

搭載用の地盤剛性評価装置（αシステム）の開発を

行い，実現場への投入を図った．本報告では，これ

まで得られたローラ加速度法の適用性に関する知見

について集約した後，開発したシステムの概要なら

びに現場適用性の検証結果を報告するものである． 
 
 
２．振動ローラ加速度応答による地盤剛性評価

手法の概要 
  
筆者らが提案する振動ローラ加速度応答を利用し
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た地盤剛性評価手法6)の概要を以下に述べる．図-1

はある道路路床材の転圧試験により得られた振動ロ

ーラ加速度波形とその周波数分析結果の一例である．

図に示すように，転圧の進行による地盤剛性の増加

にともない，地盤からの反発を受けることにより振

動ローラの加速度波形が乱れ，その周波数分析結果

においては高調波スペクトル …,,,, 4321 SSSS ，さら

には1/2分数調波スペクトル …,',',',',' 43210 SSSSS が

卓越してくることがわかる．この性質を利用し，加

速度波形の定量指標として式(1)に示す「乱れ率」

を定義する．すなわち，乱れ率が大きいほど地盤が

締固まっていることを表す． 
従来の報告では，上記のように振動ローラの加速

度応答を何らかの形で定量化し，これと地盤密度や

剛性との相関が転圧試験で得られることを示したも

のが多い．しかし，実施工への適用を考えた場合，

後述する材料変化の影響，および振動ローラ機械条

件の影響を考慮しておく必要がある．図-2は同一地

盤上にて振動させた重量4t級の小型振動ローラ（酒

井重工業TW500W）と18t級の大型振動ローラ（酒井

重工業SV160D）の加速度波形を比較したものである

が，明らかに波形が異なり，乱れ率の値も異なるこ

とがわかる．すなわち，現場で複数機種を使用する

場合，全ての機種について転圧試験を行う必要が出

てきてしまう．これに対し藤山・建山6)は，振動ロ

ーラ～地盤系を図-3に示す2自由度振動モデルに置

き換え，様々な地盤，機械条件における乱れ率と振

動ローラ機械諸元（フレーム質量 1m (kg)，振動輪
質量 2m (kg)，振動数 0f (Hz)，起振力 F (N)），およ
び地盤変形係数Eの関係を数値計算により検討した．

この結果，乱れ率と振動ローラ機械諸元，ならびに

地盤変形係数の関係を式(2)のように定式化し（ν

はポアソン比），任意の機種に対しても振動ローラ

加速度応答値（乱れ率）から直ちに地盤剛性を評価

できる手法を提案している． 
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図-2 同一地盤上における 2機種の加速度波形の比較 

（C-40 砕石，転圧機種：酒井重工業 TW500W と SV160D） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 転圧にともなう加速度波形の計測例 

  （道路路体材料，転圧機種：酒井重工業 SV510D） 
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図-2の両機種の振動ローラ機械諸元を式(2)(3)に

代入し，計測した乱れ率から地盤変形係数Eを各々

評価した結果を図-2中に併記した．18t級ローラに

よる推定値E=32.3(MN/m2)，一方4t級ローラによる

推定値E=34.7(MN/m2)となっており，加速度応答値

が大きく異なっていてもほぼ同程度に地盤剛性を評

価ができていることがわかる．本手法によれば，事

前に試験施工を行って振動ローラ加速度応答と平板

載荷試験による地盤剛性をキャリブレーションして

おく必要がなく，非常に実務性が高いと言える． 
 
 
３．振動ローラ加速度法の締固め管理手法とし

ての適用性 

  
筆者らは，地盤の締固め指標として密度を評価す

るか，地盤剛性を評価するかによって，ローラ加速

度法の適用範囲が異なることを明確にしている7)．

これを以下に示す． 

 

(1)密度評価手法としての適用性 

2種類の道路路体材料を用いて現場転圧試験を行

い，RI乾燥密度，乱れ率，平板載荷試験（JIS A 

1215）による地盤変形係数の転圧回数に対する傾向

を調べた結果を図-4に示す．また，これを締固め度

と乱れ率の関係に整理したものを図-5に示す．ここ

での乱れ率は，振動ローラに搭載したデータロガー

に加速度データを収録し，RI測点直上での波形をパ

ソコンで再現・抽出して後処理により求めたもので

ある．材料Aは軟岩土砂，材料Bはトンネルずりであ

るが，トンネルずりは搬出時にベルコン洗浄水によ

って人為的に多量に加水され，飽和度の高い状態で

盛立てられていた．図-4を見ると，材料Aでは転圧

回数に対し密度，乱れ率とも順調に増加するが，飽

和度の高い材料Bを見ると，密度は転圧にともない

増加するものの，乱れ率はほとんど変化していない

ことがわかる．また図-5の乱れ率～締固め度関係で

は，材料Aは良好な正の相関を有するものの，材料B

は密度の増加に対して乱れ率の変化は鈍感であり，

乱れ率から密度を評価することは困難であることが

わかる（実際の現場では両材料が混在して使用され

た）．転圧時，材料Bではウェービングする状態が

観察されていた．すなわち，地盤が高飽和度な状態
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にあるため転圧を行っても地盤からの反力が増加せ

ず，このためローラ加速度応答（乱れ率）があまり

変化しなかったものと推察される．同様の現象は，

フィルダムコア材のような高含水比粘性土でも認め

られる．つまりこれらの高飽和度材料については，

本手法は密度管理の代替手法としては適用が困難で

あり，実際には飽和度が低い粗粒土系で，かつ材料

変動が小さい盛土に適用が限られると言える． 

 

(2)地盤剛性評価手法としての適用性 

一方，図-4を再び見ると，転圧にともなう乱れ率

と平板載荷試験による変形係数は，材料A，Bとも

各々良く対応していることがわかる．前出の式

(2)(3)を用いて乱れ率から地盤変形係数を推定し，

平板載荷試験による変形係数との関係に整理した結

果を図-6に示す．図には，上記路体材料A，Bの他，

道路路床材料，フィルダムロック材料など複数の材

料の転圧試験結果もプロットした9)．なお，各現場

の転圧機種は統一されていない（材料物性や機械諸

元は文献9）参照）．図-6を見ると，高飽和度材料

を含む多用な材料について，式(2)(3)による提案手

法は平板載荷試験相当の地盤剛性を比較的精度良く

評価していることがわかる．しかも，転圧機種を数

種類用いているにもかかわらず１：１の関係になっ

ており，機種が異なっていても地盤剛性を適切に評

価する式(2)(3)の妥当性を確認することができる． 

以上のように，提案手法は任意の材料，任意の機

種について地盤剛性を適切に評価可能であり，例え

ば道路・空港路床，宅地造成など，面的な地盤剛性

確保が必要となる対象について，非常に適用性が高

い手法と言える． 

４．振動ローラ加速度応答による地盤剛性評価

装置（αシステム）の概要 

 

 以上の検討結果を踏まえ，加速度計測から地盤剛

性の判定までを一括して自動で行う管理装置（αシ

ステム）を開発した．本装置の外観を写真-1に示す．

本装置は，取得した加速度データ，ならびに入力そ

た機械諸元から，先述した手法によって乱れ率なら

びに地盤変形係数Eを2.0秒毎に逐次算出する機構と

なっている．また，別途試験施工によって乱れ率～

乾燥密度関係があらかじめ求まっておれば，この関

数形を入力することで，密度の評価も行える仕組み

としている（ただし先述したように，材料変化をと

もなう場合は密度とのキャリブレーションをやり直

す必要がある）． 

この他，本装置は①軽量かつコンパクト（W9cm×

L20cm×H12cm，重さ3.0kg）であるため，振動ロー

ラ運転席内でわずかな設置スペースしか取らない，

②内部のCFカードに大量の取得データを確実に保存

する，③GPSによる振動ローラ座標を取り込み，締

固めの判定値（乱れ率，地盤変形係数，密度）と同

期させて保存する，④無線LANを組み合わせること

により，現場監督員が持つPDAやパソコン画面にリ

アルタイムに結果を表示することが可能，⑤振動ロ

ーラにノートPCを搭載することにより，RS232C経由

で同様に平面的な結果をリアルタイム出力し，オペ

レータも地盤の締固めの合否確認しながら作業を行

うことが可能，といった特徴を有している．GPSに

よる振動ローラ軌跡から転圧回数を判定し10)オペレ

ータに確実な転圧を促しつつ，同時に監督員がロー

ラ加速度により地盤品質の弱部をチェックしながら

施工を行えば，工法・品質規定を同時に満たす合理

的な締固め施工を達成することができる（図-7）． 
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５．現場計測実験によるαシステムの検証 

 

(1)現場転圧試験によるシステムの検証 

開発したαシステムの適用性を検証するため，現

場転圧試験を実施した．試験ヤード概要を図-8に示

す．材料は最大粒径9.5mmのまさ土である．システ

ムによる低剛性箇所の検出精度を検証するため，ヤ

ード内には人為的に加水した高含水比ゾーンを作成

した（RIによる初期密度，含水比を図-8中に併記し

た）．平板載荷試験，HFWDにより測定した地盤変形

係数と管理装置の出力結果の比較例（転圧16回目に

おけるレーン方向地盤剛性分布）を図-9に示す．こ

れより，管理装置が出力した変形係数Eは平板載荷

試験，HFWDと良好に対応していること，特に高含水

比ゾーンにて低剛性となっている状況を的確に捉え

ており，弱部の検出手段として高い適用性を有する

ことがわかった．また，無線LANを介して数十m離れ

た場所からの遠隔操作もスムーズに行え，実用的な

現場管理システムとしての現場適用性も確認できた

ことも付記しておく． 

 

(2)実道路路床計測による検証 

 路床まで完成した高速道路現場にて，延長約300m

にわたってαシステムにより路床の地盤変形係数を

計測した結果を図-10に示す11)．図は同一レーン上

を往復した際の振動ローラ前後進で測定した結果を

示しているが，前後進での剛性の凹凸は良く一致し

ており，測定値の再現性を確認することができる．

また，盛土部に比べ切土部の路床剛性が圧倒的に大

きいことを含め，路床剛性の強弱を非常に詳細かつ

的確に捉えており，プルーフローリングの代替にも

適用可能であることが伺える．さらに，本システム

によって取得した路床剛性の詳細分布を用いれば，

剛性の強弱に応じて区間毎に舗装を最適な厚さに設

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 車載 PC による転圧回数・地盤剛性のリアルタイム表示画面例と PDA による確認状況 
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図-9 αシステムによる地盤剛性判定結果 
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定することも不可能ではなく，舗装構造の合理化に

も寄与できると言える． 

 

 

６．まとめ 

 
 面的かつリアルタイムな締固め管理手法として，

近年改めて脚光を浴びつつある振動ローラ加速度法

について，筆者らがこれまで蓄積した適用性の検討

結果を述べるとともに，本手法を用いた地盤剛性評

価装置「αシステム」の概要について報告した．α

システムは現在，関西国際空港２期空港島，および

神戸空港の路体・路床造成工事において，RIを補完

し広大な転圧面を合理的かつ高精度に管理する手法

として既に実工事での適用を図っており，順調に稼

働しているところである． 

ローラ加速度法の最大の特徴は，手間のかかる現

場品質管理試験を単に省力化するだけでなく，3次

元的な品質情報を詳細かつ迅速に取得できることで

あろう．近年の性能規定化の流れは土構造物でも例

外ではなく，要求水準が純粋に性能で規定される場

合，土構造物のパフォーマンス（例えば外力に対す

る変形量など）を定量的に評価する手段がますます

重要になってくる．この場合，力学挙動を精度良く

評価する解析手法の発達は勿論だが，構築された土

構造物の品質を施工段階で詳細に評価し，設計で想

定したパフォーマンスを満足しない場合は速やかに

対処できる現場管理手法の発展も同様に重要である．

その意味で，盛土の地盤剛性分布を詳細に把握し，

その過不足をリアルタイムに判定して追加転圧によ

り迅速に対処できる本提案手法は，次代の性能規定

化にも対応し得る管理手法と言える．さらに，施工

時の空間的な品質情報（例えば場所による強弱）を

データベース化して維持管理段階に受け渡せば，施

工～維持管理を一体的に考えた効果的な戦略にも活

用することができよう．本報告で取り上げたローラ 

 

加速度法のような3次元的品質情報の取得手段と近

年のITツールの発達は，単なる現場管理の省力化に

とどまらず，将来の性能規定化に不可欠な施工管理

ツールとなり得ることを強調しておきたい．  
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図-10 実路床におけるαシステムによる剛性測定結果
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